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[事実の概要]

　Y(被告・控訴人・上告人)は,台湾台北市に本店を有する銀行であり,日本には東京と大阪に支店を有している。X(原告・被控訴人・被上告人)は,服地等の輸出入,販売等を業とする会社である。

　Xは,平成9年6月から11月までの間に,台湾の訴外A社と①から⑥まで合計6件の布地の売買契約を締結した。Aは,①から③の取引に係る売買残代金を含む売買代金支払のため,台湾の訴外B銀行に対し,Xを受益者とする信用状を発行しXに通知することを依頼した。B銀行は,この依頼に基づき,平成10年1月5日,信用状(以下「原信用状」という)を発行した上,電信により,Y大阪支店をその名宛受取人と定めて,Y東京支店へ送付し,本件原信用状をXに通知することを依頼した。1月6日に,Y東京支店は本件原信用状をY大阪支店へ転送し,同支店はこれをXに通知した。

　XとAは平成10年1月17日に,売買契約に係る商品を遅くとも1月31日までに船積みすること,④から⑥の取引の商品も①から③の取引の商品と同時に船積みし,④から⑥の取引の商品の売買残代金その他本件原信用状に含まれていない売買代金についても本件原信用状の対象とすることを合意した。そこで,AはB銀行に対し,本件原信用状について金額を増額するとともに有効期限を同年2月20日から28日に,また,船積最終期限を2月10日から20日にそれぞれ延期するという内容の条件変更をXに通知することを依頼した。

　B銀行は,上記依頼に基づき,1月22日に本件条件変更に係る書面を発行した上,同日,Y東京支店に対し,電信によりこれを送付したが,電信の名宛受取人をY大阪支店とすべきところをY東京支店としたため,Y大阪支店へ転送されなかった。B銀行は,26日,Y東京支店に対し,電信の名宛受取人はY大阪支店であると訂正し,同支店への転送を依頼する旨を電信により通知した。Y東京支店は,B銀行から27日に上記通知を受け取ったが,これを未処理ファイルに入れて保管し,Y大阪支店へ転送する手続をしなかった。その後,Y東京支店は,Xから問い合わせを受けて調査をした結果,2月4日,未処理ファイルに入っていた本件条件変更に係る書面を発見し,直ちにこれをY大阪支店へ転送し,Y大阪支店は,同日,Xに対し本件条件変更を通知した。

　Xは,船積みの手続に通常3日間を要することから,Aとの間で合意した1月31日までに船積みをするためには,遅くとも29日までには本件条件変更の通知を受ける必要があったところ,本件条件変更を確認することができなかったとして,商品の船積みをしなかった。

　Xは,2月5日,Aと実体的にほとんど同一とみられる訴外A’から,Xの商品の納入が遅れ顧客から責任を追及されている旨の抗議を受けたため,商品を航空便により発送し,通関手続を経て,17日に商品がA’の顧客に引き渡された。また,Xは,同様の理由でA’から売買代金の値引きを要求され,これに応じた。

　Xは,信用状の通知銀行であるYがXに対する本件条件変更の通知を遅滞したことから,本件売買契約に係る商品を発送するために航空便を利用し,また,代金値引きの要求に応じざるを得なかったなどと主張して,Yに対し,不法行為による損害賠償請求権に基づき航空運送費及び値引き額相当額等の支払を請求した。

　第1審の大阪地判平成12年9月25日(金商1110号56頁)は,信用状統一規則7条a項を援用し,同条項は通知銀行の通知事務が迅速に行われるべきことを当然の前提としており,通知銀行から迅速な通知を受けられるという受益者の信頼は法律上保護に値する利益というべきであり,通知銀行は通常通知に要する期間内にできるだけ迅速に通知事務を処理すべき不法行為上の注意義務を負うと述べ,Yの注意義務違反を認定し,航空運送費及び代金値引額は,本件通知遅延と相当因果関係のある損害であると判示した。Y控訴。

　原審である大阪高判平成13年6月12日(金商1123号25頁)は,銀行の通知実務の実状及び信用状の遅滞のない迅速な通知に対する信頼があるからこそ信用状が国債売買の代金決済手段として利用されている旨を述べて,通知銀行より迅速な通知が受けられるという受益者の信頼は法律上の保護に値する利益と認め,(1)通知銀行は,通知に要する期間内にできるだけ迅速に通知事務を処理すべき注意義務を負っているから,Yの本件通知遅延は違法であり,またこの点につき過失があることも明らかとし,(2)本件通知遅延とXの売買代金値引等により被った損害との間には相当因果関係が認められると判示した。控訴棄却。Y上告。最高裁は,原審の(2)についてのみ次のように判示し,Yの不法行為貴任を否定した。
[判旨]

　破棄自判。

　I　「売主と買主との間で売買代金の決済方法として信用状を用いることが合意された場合,売主は,特約がない限り,信用状の通知を受けるまでは自己の債務の履行を拒むことができるし,また,信用状の条件変更がされたときは,条件変更の通知を受けこれを承諾するまでは,条件変更に係る債務の履行を拒むことができる。」

　II　「本件条件変更については船積期限である同〔1〕月31日に至ってもXへの通知はされなかったというのである。そうすると,Xは,本件売買契約に係る商品を上記船積期限までに船積みしなかったことによりAに対して債務不履行責任を負うことはなく,売買代金の値引き等をしなければならない相当な理由はなかったというべきである。したがって,YがXに対して本件条件変更を平成10年1月29日までに通知しなかった行為とXが被った損害との間に相当因果関係があるということはできない。」
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